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平成１４年３月期 決 算 短 信     （非連結） 平成１４年５月２２日

上 場 会 社 名 株 式 会 社 シャルレ 上 場 取 引 所 大阪証券取引所

コ ー ド 番 号 ９ ８ ８ ５ 本社所在都道府県 兵 庫 県
（ＵＲＬ　http://www.charle.co.jp/）
問 合 せ 先 責任者役職名 経理グループマネージャー

氏 名 内海　哲也 ＴＥＬ  （０７８）３０２－８８４０
決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成１４年５月２２日 中間配当制度の有無           有
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成１４年６月２７日 単元株制度採用の有無           有（１単元 1,000株）

１．１４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

（１） 経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 高     営業利益     経常利益     

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 3月期 ４０，４５２ (△12.1) ２，９９６ (△22.3) ２，９６１ (△26.3)
13年 3月期 ４６，０４０ ( 0.1) ３，８５８ ( 8.2) ４，０２１ ( 5.1)

1 株 当 た り 潜在株式調整後 1株 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
当期純利益      

当 期 純 利 益 当たり当期純利益 当期純利益率 経 常 利 益 率 経 常 利 益 率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

14年 3月期 １，３２５ ( △0.1) ６４ ７４ － － ４．５ 　８．２ ７．３
13年 3月期 １，３２６ ( 2.5) ６３ ０５ － － ４．５ １０．７ ８．７

(注) １．持分法投資損益  14年 3月期 － 百万円  13年 3月期 － 百万円
２．期中平均株式数  14年 3月期 20,470,258株  13年 3月期 21,034,950株

14年 3月期につきましては、自己株式控除後のものであります。
３．会計処理の方法の変更 　無
４．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

（２） 配当状況

１株当たり年間配当金             配 当 金 総 額 株 主 資 本

中 間 期 末 （ 年 間 ）
配 当 性 向

配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
14年 3月期 ２５ ００ － － ２５ ００ ４９９ ３７．７ １．７
13年 3月期 ２５ ００ － － ２５ ００ ５２５ ３９．７ １．８

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

14年 3月期 ３４，８３０ ２９，５６４ ８４．９ １，４７８ ６２
13年 3月期 ３７，４９６ ２９，８３０ ７９．６ １，４１８ １２

(注) １．期末発行済株式数  14年 3月期 19,994,340株  13年 3月期 21,034,950株
14年 3月期につきましては、自己株式控除後のものであります。

２．期末自己株式数  14年 3月期 1,040,610株

（４）キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年 3月期 １，０１７ △１，５８９ △１，２６０ １２，０２８
13年 3月期 １，７０９ ３８１ △５２５ １３，８６０

２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

１株当たり年間配当金            
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間    期 末    

百万円 百万円 百万円 　　円　銭 　　円　銭 　　円　銭
中 間 期     ２１，５００ １，４１０ ６００ －　－ ――― ―――
通 期     ４３，６００ ３，２００ １，５００ ――― 　３０　００ ３０　００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）７５円０２銭

※上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提･見通し･計画に基づく予測が含まれております。経済情勢･競合
状況･季節的要因等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想数値と大幅に異なる可能性があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の 8～10ページを参照して下さい。
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添付資料

　１．企業集団の状況

　当社は、レディースインナーを主体とする衣料品の販売（卸売）を行っております。
　当社の商品は「ホームパーティー形式の試着会」により、ビジネスメンバーを通じてメイト（消費者会員）および一
般消費者へ販売しております。
　現在は、このシャルレビジネスにおける収益が当社の業績の全てであります。
　今後は、中期経営計画に基づき、上記のシャルレビジネスをより強化するため、商品の開発・供給体制を整備してい
くとともに、ビジネスのルール・条件やインセンティブの見直しなどのビジネス環境の整備を行います。また、シャル
レビジネスの新展開を目指して、新たな商材の導入とサービスおよび販売方法の多様化を検討してまいります。
　

＜事業系統図＞

仕 入 先
商品の仕入

株式会社シャルレ 商品の販売 代 理 店

（約７０社） （ 当 社 ） （卸売） （ 得 意 先 ）
商品の開発

★仕入先との関係
仕入先は、メーカー（協力工場）であります｡
メーカーとともに企画・開発した商品は、各工場で製造し、当社に納品されます。

★ビジネスメンバーとは
代理店、特約店およびビジネスメイトのことであります｡
当社は、代理店契約に基づき、代理店と直接取引を行っております｡

[1]代理店（平成１４年３月末現在：２，４４５店）
代理店は、パソコン端末からオンラインで商品を当社に発注いたします｡
代理店は特約店への卸売と、ビジネスメンバーへのビジネス活動の支援・指導をしております｡
また、メイトや一般消費者への販売も行っております｡

[2]特約店（平成１４年３月末現在：約１８万店）
特約店は、代理店との契約により、代理店から商品を仕入れ、メイトや一般消費者への販売を行っております。

[3]ビジネスメイト
シャルレビジネスに参加を希望される方は、所定の手続きを完了すればビジネスメイトとして販売活動が行えます。

★当社の役割
当社は、ビジネスメンバーに対して「商品供給」と「販売支援」を行っております｡
当社の商品は、商品戦略のもと顧客ニーズを反映させて開発しております。また、その商品を全国どこからでもオン
ラインでつながる独自の受注体制で、各配送センターからスピーディーに供給しております｡
販売支援の面では、さまざまな研修、広告宣伝やキャンペーンなどを行い、ビジネスメンバーを強力にサポートして
おります｡

（注）当社は、当期末において、連結子会社がありません。



－ 3 －

　２．経営方針

（１）経営の基本方針

＜基本理念＞『人はみな豊かでなければならない
我々に関係ある人はみな　どうしても豊かでなければならない』

＜経営理念＞『我が社は女性の美と健康に奉仕する製品の開発を心がけ
シャルレのビジネスに参画する人々の能力開発に寄与しなければならない』

　当社が基本理念に掲げる『豊かさ』とは「家庭面、健康面、教養面、精神面、社会面、経済面」の６つ
の側面における「バランスのとれた豊かさ」であります。これを当社に関係する方々とともに、経営理念により具
現化していくことを目標としております。
　また、この理念を実現するために、製品やサービスの質を向上させて、「お客様第一主義」を実践し、お客さま
から評価・支持されることを目指しております。
　そして、当社のビジネスに参画しているビジネスメンバーと良好なパートナーシップを築き、ビジネス
面だけではなく、人間的な成長をも支援することが基本方針であります。

（２）利益配分に関する基本方針

　利益配分は、これまで年間２５円以上の配当金を安定的に継続しながら、配当性向３０％程度を目安とし、各事
業年度の利益に応じて配当することを基本方針としておりました｡今回の中期経営計画の策定に伴い利益配分に関
する基本方針も見直し、平成１５年３月期以降については、より長期的に株式を保有していただくために業績の安
定成長とともに高利回りの配当を行うべく、年間３０円以上の配当金を安定的に継続し、かつ、配当性向３０％程
度を目安に業績に連動した配当を行います。
役員賞与金についても、業績に連動して支給することを基本的な考え方としております。

また、内部留保金は、その確保によって今後の経営基盤の一層の充実ならびに将来の新たな事業への投資に備え
る所存であります。同時に、資本効率の向上と株式の需給調整の観点から、株主資本の充実度合いとキャッシュ・
フローの蓄積状況に応じて、自己株式の買い取りも検討してまいります｡

なお、取締役、社員の士気と経営参加意識を高め、当社の業績向上に資するためのインセンティブとして、
ストックオプション制度を導入しております｡

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

　当社は、当社株式の流動性の向上と個人投資家層の拡大を資本政策上の重要課題と認識しております。
　投資単位の引き下げに関しては、株主利益の最大化を基本に、業績、市況、費用、効果などを勘案したうえで、
平成１５年３月末までに１単元の株式数を現在の1,000株から引き下げることを検討してまいります。

（４）目標とする中期的な経営指標

［１］株主資本利益率（ＲＯＥ）・・・・・・・・８％
［２］１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）・・・１００円

　「利益率の高さ、投資（資本）効率の高さ、株主への適切な利益配分」を重視して設定しております。この目標
により、達成する事業年度の当期純利益は２０億円以上となり、１株当たり４０円程度の配当金をお支払いできる
こととなります。また、将来に備えたキャッシュ・フローの充実を図り、投資効率の追求により強固な財務体質を
構築することを目指してまいります。
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（５）中長期的な経営戦略

［１］長期ビジョン

　当社の長期ビジョンは、「女性を核とした文化創造企業」を目指すことであり、自分らしく生きる女性と出会い、
ともに成長するために、価値ある「もの・こと・情報」を提供してまいります。

＊文化創造企業とは、当社が女性に対して提唱する６つの豊かさをもとにした文化（行動様式や生活様式）を
提供することにより、社会に貢献できる企業です｡

［２］事業戦略

〈１〉次の３つの項目を満たす事業を今後も中核事業として位置づけ、強化してまいります。
ａ.ミセスをターゲットとした下着中心の商品
ｂ.試着を中心とした販売方法
ｃ.ビジネスメンバーによる組織販売
〈２〉繊維製品以外の新たな商材を収益の第二の柱として発売します。

［３］中期経営計画

長期ビジョン・事業戦略を達成するために新たな中期経営計画（平成１５年３月期～平成１７年３月期）を
策定いたしました｡今後は以下の内容で経営資源を集中し、実現してまいります。

〈１〉新規顧客獲得は継続しながら既存顧客の安定購入・継続性の向上を図るため、メイトの商品認知度を高める
施策を実施します。それにより、ビジネスメンバーの売上増加ひいては当社の売上増加を目指します。

◯サンプル浸透策の実施
・特約店の試着用サンプル保有率を向上させることでメイトへの商品認知度を高め、試着販売という当社の優
位性を活かして売上の増加を図ります。
・ビジネスに参画するメンバーに無償で提供する試着用サンプルセットの内容を、主力商品のファンデーショ
ン中心に変更して、販売力の強化を図ります｡
・特約店が試着用サンプルセットに追加・補充する場合、安価で提供します｡

◯ビジネスメンバーのフィッティング技術向上
・シャルレ独自のフィッティング技術を標準化、体系化し、その技術をもとにフィッティング資格制度を導入
します。代理店・特約店のフィッティング技術の向上により、当社商品の特長を的確に消費者へ伝
えるとともに、顧客サービスの強化を図ります。

◯全メイトへのカタログ配付
・当社商品の認知度の向上を図るためにカタログを制作し、メイトの各家庭に配付します｡

◯ブランド再編の実施
・婦人ブランドを現在の５ブランドから２ブランドに再編することでコンセプトを明確にし、ビジネスメンバ
ーの扱いやすさとメイトの買いやすさの向上を図ります｡

〈２〉ファンデーション、肌着を中心に当社の自主開発力を強化し、協同開発商品についても当社がより主体性を
もって企画開発を行うことで顧客が求める商品価値を自ら創造します。

◯商品開発力の強化
・商品の企画開発プロセスを見直すとともに、商品評価システムを活用してメンバーニーズや市場ニーズを把
握し、商品開発につなげることにより、競争力のある商品を提供します｡
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〈３〉シャルレビジネスのさらなる健全性を目指します｡

◯クーリング・オフ　サポート制度の導入
・クーリング・オフの対応を当社がサポートすることで、消費者がより安心して購入できる環境を整えます｡

〈４〉ビジネスメンバーが販売や育成などの主要業務に集中できるよう、業務や資金負担の軽減を図り、ビジネス
メンバーの利益増加を目指します｡（受発注、代金決済、商品発送など、流通システムの見直しに着手します｡）

◯特約店直送の導入
・商品を当社から直接特約店に発送することで、代理店の業務、在庫資金などを軽減するとともに、特約店の
運送費などの経費を軽減して、ビジネス活動（顧客サービスなど）の活性化を目指します｡

◯Ｃ－Ｗａｖｅの構築
・シャルレグループ全体（当社、代理店、特約店、メイト）の情報ネットワークを構築し、情報の伝達や受発
注、代金決済の業務の効率化、さらにはシャルレグループにおけるコミュニケーションの充実を目指します｡

※Ｃ－Ｗａｖｅとは、Ｃ－ｐａｓｓとＣ－Ｌｉｎｅを合わせた総称で、シャルレグループ全体の情報
ネットワークのことです｡
・Ｃ－ｐａｓｓ：代理店とシャルレグループをつなぐ情報ネットワーク（パソコン、簡易端末）
・Ｃ－Ｌｉｎｅ：特約店とシャルレグループをつなぐ情報ネットワーク（携帯電話、パソコン）

〈５〉新たな商材、サービスの展開に取り組みます。

◯新たな商材の導入
・繊維製品以外の新たな商材を発売します｡（平成１６年３月期に本格発売の予定）
　新商材のコンセプトは、｢日常的に消費するもので、体の内外から女性の美と健康をサポートするもの｣です。
＊現在スキンケアを中心とした化粧品を開発中で、平成１５年３月期の９月以降にテスト販売を計画してい
　ます｡

◯シャルレパートナーズクラブの発展
・ ビジネスメンバー向けの福利厚生サービスなどの対象メンバーと内容を広げ、当社のビジネスに参画する
メリットを拡大します｡

〈６〉戦略遂行を支える組織と仕組みを構築します。

ａ．代理店サポートの充実
当社の営業社員が個々の代理店をコンサルティング＆カウンセリングし、戦略遂行に伴って生じるビジネス
メンバーを取り巻く環境の変化に対応したサポートを充実します｡

ｂ．商品供給体制の強化
安定した商品供給と、当社、仕入先の適正在庫を維持するため、さらには特約店直送に向けた新たな対応を
視野にいれて、販売予測や生産対応の仕組みを強化します｡
・予測手法の見直しと生産対応の強化(在庫回転率の向上)
・需要予測協力代理店制度の運用強化
・生産・販売情報の一元管理と共有

ｃ．新人事制度の導入
環境変化に対応した戦略推進、実現のために当社が求めるプロフェッショナルな人材を育成し、適正な評
価・処遇の実現を目指すため、成果主義に基づく新人事制度を導入します。

ｄ．業績管理制度の整備と強化
戦略の遂行状況の管理と統制、さらには適切な評価が可能な業績管理制度を導入し、戦略および経営計画を
確実に実行します｡

ｅ．コスト削減とキャッシュ・フローの増加

◯仕入コストリダクションと利益率の改善
・将来の安定した生産体制をふまえた海外生産への移行と利益率の改善を行います｡

◯販売費及び一般管理費の効果的な支出
・販売促進などの施策内容を見直して、より効果的な支出を行い、固定費的な経費の増加を防止します｡
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（６）対処すべき課題

　当社の属するインナー業界や訪問販売業界は、市場全体の伸びが鈍化するなど厳しい状況が続いております。
　このような環境のなかで当社が成長していくためには、市場に対して当社が持つ優位性を明確にし、強化する必
要があります。さらに当社の優位性を活かしながら新たな市場（商材やサービス）の創造に乗り出すことも必要で
あると考えます。

【当社の優位性とは】

○機能性を重視した高品質商品
○試着して購入できる販売方法
○当社商品の愛用者のコミュニケーションの輪で広がったコミュニティ（メイトの人的ネットワーク）
○強力な組織販売力
○ビジネスメンバーをサポートする体制

（７）経営管理組織の整備等

　当社は、意思決定を速めるために、平成１３年４月に執行役員制度を導入いたしました。この制度により、「経
営の意思決定・監視機能」と「業務遂行機能」の分担を明確にし、業務体制の強化を通じて、企業経営の活性化を
図っております。
　取締役会は、取締役６名（１４年６月の株主総会終結後より５名の予定）と少人数のため、実質的な討議が可能
であり、重要な事項については、議論を重ねて意思決定をしております。
　また、監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、それぞれ独立した視点で客観的に経営を検
証しており、有効に機能しております。
  なお、社外取締役制度の導入など、さらなるコーポレート・ガバナンスの充実策は、今後の課題として検討して
まいります。
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　３．経営成績及び財政状態

Ⅰ 経営成績

（１）当期の概況

売上高
（百万円）

営業利益
（百万円）

経常利益
（百万円）

当期純利益
（百万円）

１株当たり純利益

ＥＰＳ (円)
株主資本利益率

ＲＯＥ (％)
１４年３月期 ４０，４５２ ２，９９６ ２，９６１ １，３２５ ６４．７４ ４．５

１３年３月期 ４６，０４０ ３，８５８ ４，０２１ １，３２６ ６３．０５ ４．５
増　　　　減 △５，５８８ △８６２ △１，０５９ △１ １．６９ △０．０

［１］事業環境
　当期の日本経済は、企業収益の悪化が続くなかで設備投資が減少傾向にあるほか、厳しい雇用・所得情勢を背
景に個人消費の回復の兆しも見えない状況でした｡
　レディースインナー市場におきましても、消費低迷の影響を受けてボリュームゾーン商品の販売不振が続いて
おり、当社を取り巻く事業環境は、依然、厳しい状況が続いております。

［２］新商品
　このような事業環境のもと、当社は「補整機能と着心地の良さ」を商品づくりの基本ポリシーとして、お客さま
に満足していただける商品の提供を心がけてまいりました。
当期の主な新商品としましては、主力の女性下着は、従来のシリーズ商品の色・サイズの拡充のため、２月に
「アンシイエレーヴ シリーズ」のブラジャー、ガードルなど３品番のカラー追加と１品番の新商品を発売しまし
た。レッグニットは、８月にレッグラインをきれいに見せるハードサポートのパンティーストッキング、９月と
２月にはこれまで多くのお客さまにご愛用いただいているサポートタイプのパンティーストッキング合計４品番
のカラーリニューアルをしました｡そのほかには、４月にボディーラインをすっきり見せるプリント柄の水着を発
売しております｡
また、商品ユーザー層を「ミセス」から「家庭全体」へ拡大することを目指し、男性下着ブランドの充実のため、
「リーマス カジュアルライン」を１２月に４品番追加し、子供下着では８月に「Ｃ４Ｕ」のガールズインナー・
ボーイズインナーをともに１品番発売いたしました。

［３］営業施策
　営業施策としましては、ビジネスメンバー対象の「レインボーコンテスト（５～１１月）」を前期に引き続き
実施しております。そして、それと連携して、ファンデーションと肌着・ショーツの商品にポイントを絞った販
売促進策として、５～６月と７～８月、１０～１１月の３回にわたり、代理店と特約店対象の「ボディメイク
フェスタ～素敵・再発見～」を実施いたしました。なお、レインボーコンテストの入賞者を対象に２月に予定し
ていました「ハワイ招待・優待旅行」は、９月の米国同時テロの影響により中止し、国内イベントに変更して３
月に実施いたしました。
　また、４月から新たなボーナス制度として、一定の目標基準をクリアした代理店向けに「代理店クリアー賞」、
着実・継続的に実績をあげた特約店向けに「特約店ファイブ賞」を設け、シャルレビジネスの魅力を高め、販売
活動の活性化とビジネス継続意識の強化につとめてまいりました。
　さらに、ビジネスルールの面では、４月から代理店の事業継承のルールを明確化し、代理店が安定的にビジネス
を継続できるようにしております。なお、１１月にはビジネスを引退される代理店に対して、今後も商品購入など
の特典を受けていただくように「勇退代理店制度」を導入いたしました｡

［４］業績
　このように事業活動に積極的に取り組んでまいりましたが、上記の事業環境の悪化により、当期の売上高は
４０４億５２百万円（前期に比べ５５億８８百万円、１２.１％の減収）となりました。
　費用面では、４月より当社流通センターを外部委託に変更したことにより一時的に物流コストが増加しました
が、販売手数料の減少、人件費および資産維持費などの圧縮により、販売費及び一般管理費が減少しました。
　これらの結果、営業利益は、２９億９６百万円（前期に比べ８億６２百万円、２２.３％の減益）となりました。
そして、株価下落に伴う社内ルール（ロスカット）に基づく有価証券売却損１億５８百万円の発生などにより、
経常利益は２９億６１百万円（前期に比べ１０億５９百万円、２６.３％の減益）となりました。
　また特別損失は、持ち合い解消に伴う投資有価証券売却損などで１億６３百万円を計上しましたが、前期に比
べて建物･土地・借地権評価損の計上がないため大幅な減少となりました。その結果、当期純利益は１３
億２５百万円（前期に比べ１百万円、０.１％の減益）となりました。
　なお、当社は連結子会社がないため、連結決算は行っておりません。
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［５］ストックオプション制度の導入
　当社は、平成１３年６月２８日開催の定時株主総会において、自己株式取得方式によるストック
オプション制度を導入し、商法２１０条ノ２の規定に基づいて取締役および使用人に譲渡するため
に自己株式を取得することを決議いたしました。
●実施の目的：取締役・使用人の意欲と士気を高め、かつ、使用人の経営参加意識を高め、
　　　　　　　当社の業績の向上に資するため
●対象者：取締役と正社員の合計４０４名
●取得する株式総数：５３５千株を上限とする
●行使の条件：第２８期（平成１５年３月期）の営業利益目標の達成
●行使の期間：平成１５年７月１日から平成１８年６月３０日まで

　この決議を受けて、平成１３年７月２日に事前公表型市場買付の方法により、自己株式５３５千
株（当期末残高５２４千株）を１株７３０円で取得いたしました。そして、平成１３年７月１９日
に、当社取締役と正社員の合計４０４名（当期末現在の対象者３９３名）と｢株式譲渡請求権付与契
約｣を締結いたしました。
　なお、権利行使価額は７５１円（平成１３年６月の当社株式の終値平均の１０５％）であります。

（２）次期の見通し

売上高
（百万円）

営業利益
（百万円）

経常利益
（百万円）

当期純利益
（百万円）

１株当たり純利益

ＥＰＳ(円)
株主資本利益率

ＲＯＥ(％)
１５年３月期
（計　　画）

４３,６００ ３,０５０ ３,２００ １,５００ ７５．０２ ５．０

１４年３月期
（実　　績）

４０,４５２ ２,９９６ ２,９６１ １,３２５ ６４．７４ ４．５

増　　　減 ３,１４８ ５４ ２３９ １７５ １０．２８ ０．５

今後の経済の見通しとしましては、金融再編など一連の構造改革実施による景気悪化に備えて、設
備投資を見送り、さらなるリストラを実行する企業が続出するものと思われます｡また、個人において
もデフレ状況のなかで雇用・所得環境のさらなる悪化を背景に、経済不安の心情から個人消費の本格
的な回復は当分望めない状況が続くと思われます。
レディースインナー市場におきましては、消費の多様化に対応するため、各社とも年齢・嗜好など
ターゲットを絞り込んだ提案により支持を得ようとしております｡特に、着心地の良さに加え補整力を
全面に出した機能性重視の下着が市場の趨勢となりつつあります。これは当社の商品の特長と合って
おり、需要の拡大が図れるものと考えております。

こうしたなかで、当社は、女性を核とした文化創造企業を目指し、価値ある「もの・こと・情報」
を提供してまいります｡その実現のため、平成１５年３月期からの３年間の「中期経営計画」を策定し
ました｡そこでは、インナー業界、訪問販売業界での当社の位置づけや社会的役割の分析、消費者・ビ
ジネスメンバーを取り巻く環境などの分析を行い、その結果、商品の企画開発・営業サポート・物流
およびビジネス環境の改革を打ち出し、経営資源を投下するという構造的アプローチを内容とした実
行計画を策定しました。次期は、改革の初年度として「中期経営計画」に基づく施策に取り組むと同
時に、下記の商品施策、営業施策を実施いたします｡

商品施策の主なものは、ハイミセス層にターゲットを絞った着心地の良い新コーディネートシリー
ズ『肌日和（はだびより）』を１０月に６品番、２月に２品番、定番商品として発売します｡そのほか
では、８月に「サニタリーショーツ」を３品番発売します。また、これまで好評を得ていた「ソック
ス」、「ハイソックス」を全面的に見直して９月に４品番を一部カラーリニューアルし、１０月に
２品番、１月に３品番、３月に３品番を発売いたします｡
スポット商品では、パイル地素材を活用した「タオルケット」、「シーツ」を５月に、「ボディ
タオル」、「バスマット」を６月に発売します｡また、子供下着のＣ４Ｕで高評価を得ている高機能素
材を使った「婦人インナー」、「ショーツ」各１品番を５月に発売します｡そのほかに婦人物では「Ｔ
シャツ」、「ナイティ」、「カーディガン」など、紳士物では「トランクス」、「ソックス」を季節に
合わせて発売する計画です｡
中期的な施策の面では、１２月に弔事用商品の販売を一部の地域でテスト展開し、その販売方法な
どについて検証します。また、メイトの買いやすさを向上させる｢婦人下着ブランドの再編｣を平成
１５年４月までに実施できるように準備を進めてまいります｡
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さらに、繊維製品以外の新商材を当社として初めて取り組み、当社の本質である本物指向を具現化
した化粧品(スキンケア商品)を９月～３月の期間でテスト販売して、商品評価と販売方法などについ
て検証いたします｡
営業施策では、次期も継続してビジネスメンバー対象の「レインボーコンテスト」を５～１１月の
７カ月間実施し、ビジネスメンバーの活動支援と意欲の喚起を図ってまいります。また、レインボー
コンテスト開始時期（５～７月）の立ち上がりを良くするために、その期間の傘下特約店の販売を促
進し、その成績に応じて代理店にボーナスを支払う「代理店スタートダッシュボーナス」を実施しま
す｡また、より大きなビジネスの魅力づくりの一環として、代理店を対象にした「ブライトボーナス制
度」を４月から導入します｡
営業面における中期的な施策として次期は、初めてビジネスに参画されるメンバーに無償で提供す
る試着用商品サンプルセットを、８月にファンデーションを含めた充実した内容に変更します｡同時に、
特約店向けに追加商品サンプルを安価提供することで、サンプル保有率を高めます｡さらに、試着にお
けるビジネスメンバーのフィッティング技術の向上を図るために、代理店に対し「フィッティング資
格制度」を１０月以降に導入します｡これらの施策により、試着販売の現場の改善を商品サンプルとス
キルの両面からサポートし、シャルレの｢試着して購入できる｣という優位性を一段と強化して、差別
化を図ってまいります｡
さらにメイトが、より安心して買いやすくなる環境を整備するための施策として、「クーリング・
オフ　サポート制度」を７月から導入します｡従来からビジネスメンバーが行っているクーリング・
オフ対応を当社がサポートすることにより、ビジネスメンバーの経済的負担を軽減すると同時に、
シャルレビジネスの健全化を推進するものであります｡
また、当社の営業社員のサポート活動をレベルアップし、ビジネスメンバーが当社施策による環境
の変化に対応できるよう、積極的に支援してまいります｡

そのほかの中期的な施策として次期は、ビジネスメンバーの業務と資金の負担を軽減するための「特
約店直送｣を３月にテスト展開します｡また、特約店の商品の発注、代金決済、情報提供のツールとし
てＣ－Ｌｉｎｅ（携帯電話、パソコンによるネットワークシステム）を１２月にテスト展開します｡
この二つの施策により、ビジネスメンバーが販売や育成などの主要業務に集中し、利益増加が図れる
ようにビジネス環境を整えてまいります｡
次に、当社の財務体質の強化と商品の安定供給を図るため、海外生産（中国など）を一部の商品で
展開し｢仕入コストリダクションと利益率の改善｣を実現します｡商品供給体制の面では、素材メーカー
から消費者までの商品の流れを全体最適の視点で見直し、３月までに業務設計を行います｡
そして、中期経営計画が確実に実行できるよう｢業績管理制度｣を整備・強化すると同時に、計画実
現のために当社が求める人材を育成し、適正な評価・処遇を与える｢新人事制度｣を４月より導入しま
す｡

全般的な下着需要の低迷は今後も続くと思われますが、上記の施策を実行することで収益拡大につ
とめ、売上高は新たな商材も含めて４３６億円（前期比７.８％の増収）を見込んでおります。利益面
では、上記施策への取り組みにより大幅にコストを投入いたしますが、利益率の改善を図ることによ
り営業利益３０億５０百万円（前期比１.８％の増益）、経常利益３２億円（前期比８.０％の
増益）、当期純利益１５億円（前期比１３.２％の増益）を見込んでおります。
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Ⅱ 財政状態

（１）当期の概況
（百万円）

１４年３月期 １３年３月期 増　　　減

営業活動によるキャッシュ・フロー １，０１７ １，７０９ △６９１

投資活動によるキャッシュ・フロー △１，５８９ ３８１ △１，９７１

財務活動によるキャッシュ・フロー △１，２６０ △５２５ △７３４

現金及び現金同等物の期中増減額 △１，８３２ １，５６５ △３，３９７

現金及び現金同等物の期末残高 １２，０２８ １３，８６０ △１，８３２

当期における現金及び現金同等物は、売上高の減収と有価証券・自己株式の取得などにより、１８億
３２百万円の減少（前期と比べ３３億９７百万円の減少）となりました。その結果、現金及び現金同
等物の期末残高は、１２０億２８百万円（前期末比１３.２％減）となりました。

ａ．営業活動によるキャッシュ・フロー
当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、前期で財務体質の健全化を目的とした保有資産の
見直しが一巡したことにより、非資金項目が大幅に減少しました。
また、当期はたな卸資産の減少があったものの、仕入債務、未払消費税、未払金などが大幅に減
少したため、営業活動によるキャッシュ・フローは、１０億１７百万円の収入に留まり、前期と比
較して６億９１百万円の減少となりました。

ｂ．投資活動によるキャッシュ・フロー
当期は、定期預金の払戻や持ち合い解消による有価証券の売却などによる資金の増加があった一
方で、新たな有価証券の取得に係る資金負担が大きかったことから、投資活動によるキャッシュ・
フローは１５億８９百万円の支出となり、前期と比較して１９億７１百万円の減少となりました。

ｃ．財務活動によるキャッシュ・フロー
　第２６期の利益処分による配当金に加え、ストックオプション制度および、資本効率の向上と機
動的な財務運営を目的とした自己株式の取得により、当期の財務活動によるキャッシュ・フローは、
１２億６０百万円の支出となり、前期と比較して７億３４百万円の減少となりました。

（２）次期の見通し

ａ．営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前当期純利益の増加などにより、当期に比べ若干の増加を見込んでおります。

ｂ．投資活動によるキャッシュ・フロー
　ビジネスメンバーとの情報ネットワークシステムの構築、流通システムの見直しなどのシステム
投資を予定しておりますが、有価証券の取得などの減少により、当期と比較して大幅に支出が減少
する見込みです。

ｃ．財務活動によるキャッシュ・フロー
　資本効率の向上と株主への一層の利益還元を図るため、また経営環境の変化などに対応して機動
的な資本政策の遂行を可能とするために平成１４年６月２７日開催予定の定時株主総会に、商法第
210 条の規定に基づく自己株式の取得について提案することとしております。取得する株式の上限
は３百万株、取得価額の上限は３０億円ですが、事業環境を勘案しながら自己株式の取得を弾力的
に行う予定です。

　以上の結果、次期の現金及び現金同等物の期末残高は、当期末と同等の１２０億円程度を予想
しております。
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　４．比較貸借対照表

（単位：百万円）

当 期 前 期
（平成１４年３月末現在） （平成１３年３月末現在） 増 減

期　別

科　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（ 資 産 の 部 ） ％

流 動 資 産 １９，６２１ ５６．３ ２３，７３７ ６３．３ △４，１１５

現 金 預 金 １，８６０ ２，９７０ △１，１１０

売 掛 金 ８８ ６０ ２８

有 価 証 券 １１，８０２ １３，４５８ △１，６５６

商 品 ４，８５５ ６，１５１ △１，２９６

貯 蔵 品 １０４ １８４ △７９

前 払 費 用 ７３ ９９ △２６

繰 延 税 金 資 産 ４７１ ４９５ △２３

そ の 他 ３６７ ３１８ ４９

貸 倒 引 当 金 △２ △１ △１

固 定 資 産 １５，２０９ ４３．７ １３，７５９ ３６．７ １，４４９

有形固定資産 (　３，９８０) １１．４ (　４，１８１) １１．２ (　　△２００)

建 物 ２，２６１ ２，４３３ △１７２

構 築 物 ３６ ３９ △２

車 両 運 搬 具 ４ ６ △２

工 具 器 具 備 品 ８６ １０６ △２０

土 地 １，５９２ １，５９５ △３

無形固定資産 (　　　３７８) １．１ (　　　４６３) １．２ (　　　△８５)

借 地 権 － １０ △１０

ソ フ ト ウ ェ ア ３４１ ４１４ △７２

そ の 他 ３６ ３８ △１

投 資 等 (１０，８５０) ３１．２ (　９，１１４) ２４．３ (　１，７３６)

投 資 有 価 証 券 ７，９８９ ６，０９５ １，８９３

出 資 金 ４７０ ６９５ △２２４

長 期 貸 付 金 － ９ △９

長 期 前 払 費 用 ６１ ５８ ２

前 払 年 金 費 用 ３４８ １５９ １８８

繰 延 税 金 資 産 ９３８ ９３７ ０

敷 金 保 証 金 ４８９ ６０４ △１１４

保 険 積 立 金 ５３１ ５２０ １０

そ の 他 ２１ ３１ △１０

貸 倒 引 当 金 △１ － △１

資 産 合 計 ３４，８３０ １００．０ ３７，４９６ １００．０ △２，６６６
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（単位：百万円）

当 期 前 期

（平成１４年３月末現在） （平成１３年３月末現在） 増 減

期　別

科　目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％

流 動 負 債 ３，３８５ ９．７ ６，０４１ １６．１ △２，６５５

買 掛 金 １，４８６ ２，８４０ △１，３５４

未 払 金 ９８７ １，１９５ △２０７

未 払 法 人 税 等 ３０４ １，０９３ △７８８

未 払 消 費 税 等 ７４ ３１１ △２３７

前 受 金 １３５ １４７ △１２

賞 与 引 当 金 ３１９ ３７２ △５２

そ の 他 ７７ ８０ △２

固 定 負 債 １，８８０ ５．４ １，６２４ ４．３ ２５５

売 上 割 戻 引 当 金 ２６７ １４４ １２２

退 職 給 付 引 当 金 １，２３２ １，１４４ ８７

役員退職慰労引当金 ３５８ ３３３ ２４

そ の 他 ２１ ０ ２１

負 債 合 計 ５，２６６ １５．１ ７，６６６ ２０．４ △２，４００

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ３，６００ １０．３ ３，６００ ９．６ －

法定準備金 ５，５４７ １５．９ ５，４８９ １４．７ ５７

資 本 準 備 金 ４，８９７ ４，８９７ －

利 益 準 備 金 ６５０ ５９２ ５７

剰 余 金 ２１，２３３ ６１．０ ２０，５４５ ５４．８ ６８７

別 途 積 立 金 １７，９００ １７，３００ ６００

当 期 未 処 分 利 益 ３，３３３ ３，２４５ ８７

( 当 期 純 利 益 ) (　１，３２５) (　１，３２６) (　　　　△１)

評価差額金 △８２ △０．２ １９４ ０．５ △２７６

その他有価証券評価差額金 △８２ １９４ △２７６

自 己 株 式 △７３４ △２．１ － － △７３４

資 本 合 計 ２９，５６４ ８４．９ ２９，８３０ ７９．６ △２６５

負債及び資本合計 ３４，８３０ １００．０ ３７，４９６ １００．０ △２，６６６
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　５．比較損益計算書

（単位：百万円）

当 期 前 期

自　平成１３年４月

至　平成１４年３月

自　平成１２年４月

至　平成１３年３月

増 減
期　別

科　目
金 額     百分比 金 額     百分比 金 額     

営 業 収 益 ％ ％

売 上 高 ４０，４５２ １００．０ ４６，０４０ １００．０ △５，５８８

営 業 費 用

売 上 原 価 ２５，９９３ ６４．３ ２９，３８０ ６３．８ △３，３８６

売 上 総 利 益 １４，４５９ ３５．７ １６，６６０ ３６．２ △２，２０１

販売費及び一般管理費 １１，４６２ ２８．３ １２，８０１ ２７．８ △１，３３８

営

業

損

益

の

部 営 業 利 益 ２，９９６ ７．４ ３，８５８ ８．４ △８６２

営 業 外 収 益 ( １５５) ０．４ ( １８１) ０．４ ( 　△２５)

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ６４ １０５ △４０

有 価 証 券 売 却 益 － ２８ △２８

保 険 積 立 金 配 当 収 入 １９ － １９

そ の 他 ７１ ４７ ２３

営 業 外 費 用 ( １８９) ０．５ ( １８) ０．１ ( １７１)

有 価 証 券 売 却 損 １５８ － １５８

投 資 事 業 組 合 運 用 損 ２８ １２ １５

そ の 他 ３ ５ △２

経

常

損

益

の

部

営

業

外

損

益

の

部

経 常 利 益 ２，９６１ ７．３ ４，０２１ ８．７ △１，０５９

特 別 損 失 ( １６３) ０．４ (　１，１５１) ２．５ ( △９８８)

固 定 資 産 除 売 却 損 ２２ ６３ △４１

投 資 有 価 証 券 売 却 損 １４１ － １４１

建物・土地・借地権評価損 － ９６５ △９６５

特
別
損
益
の
部 過年度売上割戻引当金繰入額 － １２２ △１２２

税 引 前 当 期 純 利 益 ２，７９８ ６．９ ２，８６９ ６．２ △７０

法人税、住民税及び事業税 １，２５０ ３．１ １，９６３ ４．２ △７１３

法 人 税 等 調 整 額 ２２３ ０．５ △４２０ △０．９ ６４３

当 期 純 利 益 １，３２５ ３．３ １，３２６ ２．９ △１

前 期 繰 越 利 益 ２，００７ １，９１９ ８８

当 期 未 処 分 利 益 ３，３３３ ３，２４５ ８７
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　６．比較キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

当 期
自 平成１３年４月
至 平成１４年３月

前 期
自　平成１２年４月
至　平成１３年３月

期　　　別

科　　　目
金 額 金 額

増 減

営業活動によるキャッシュ・フロー

税 引 前 当 期 純 利 益 ２，７９８ ２，８６９ △７０

減 価 償 却 費 １８０ ２４３ △６２

無形固定資産･長期前払費用償却費 １４４ １５２ △８

建 物 ･ 土 地 ･ 借 地 権 評 価 損 － ９６５ △９６５

投 資 事 業 組 合 運 用 損 益 ２８ １２ １５

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △６４ △１０５ ４０

た な 卸 資 産 の 減 少 額 １，３７５ ９８９ ３８６

前 払 年 金 費 用 の 増 加 額 △１８８ △１５９ △２８

仕 入 債 務 の 減 少 額 △１，３５４ △１，２１４ △１３９

未 払 金 の 減 少 額 △２０７ △２２６ １９

前 受 金 の 減 少 額 △１２ △１６３ １５１

未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 △２３７ １５９ △３９６

売 上 割 戻 引 当 金 の 増 加 額 １２２ １４４ △２２

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ８７ １５ ７２

有 価 証 券 売 却 損 ２９９ － ２９９

そ の 他 ２０ △６４ ８５

小 計 ２，９９２ ３，６１６ △６２４

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ６３ １０４ △４０

法 人 税 等 の 支 払 額 △２，０３８ △２，０１２ △２６

営業活動によるキャッシュ・フロー １，０１７ １，７０９ △６９１

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期性預金の払戻による収入 １，０００ － １，０００

有価証券の売却･償還による収入 ２，１１９ ９５７ １，１６２

有価証券の取得による支出 △４，８５６ △６３５ △４，２２０

有形固定資産の取得による支出 △２１ △２５ ３

無形固定資産の売却による収入 ４ ６ △１

無形固定資産の取得による支出 △４９ △５１ ２

出 資 金 の 分 配 に よ る 収 入 １８８ ４５ １４２

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ９ ８２ △７２

そ の 他 １４ １ １３

投資活動によるキャッシュ・フロー △１，５８９ ３８１ △１，９７１

財務活動によるキャッシュ・フロー

配 当 金 の 支 払 額 △５２６ △５２５ △０

自己株式の取得による支出 △７３６ － △７３６

自己株式の売却による収入 ２ － ２

財務活動によるキャッシュ・フロー △１，２６０ △５２５ △７３４

現金及び現金同等物の増加額              (または減少額) △１，８３２ １，５６５ △３，３９７

現金及び現金同等物の期首残高 １３，８６０ １２，２９５ １，５６５

現金及び現金同等物の期末残高 １２，０２８ １３，８６０ △１，８３２
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【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
商　　　　品 総平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建 物      １８年～５０年
　構 築 物      ５年～３５年
　車両運搬具      ６年
　工具器具備品 ２年～２０年

無形固定資産 定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間
（５年内）に基づく定額法

４．引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額のうち、当期負担額を計上
しております。

売上割戻引当金 代理店・特約店への売上割戻金の支出に備えて、期末における支出見込額を計
上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産
の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定年数（５年）による定額法により発生年度の翌年から費用処理しております。

役員退職慰労引当金 役員に対する退職慰労金の支出に充てるため、役員退職慰労金の内規に基づく
期末要支給額を計上しております。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な
預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

７．消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

【 追 加 情 報 】         

（自己株式）
従来、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「自己株式」は、当期から資本に対する控除項
目として資本の部の末尾に記載しております。

【表示方法の変更】

（損益計算書関係）
従来、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険積立金配当収入」は、当期から金額の
重要性が高まったため、区分掲記することといたしました。なお前期は営業外収益の「その他」に１１百
万円含まれております。
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【 注 記 事 項 】         

（貸借対照表関係） 〈 当 期 〉 〈 前 期 〉
１．有形固定資産減価償却累計額 ３，６５６百万円 ４，４５６百万円

２．有価証券に含めている自己株式 ６６２株

　　の 数 及 び 貸 借 対 照 表 価 額 ０百万円

（キャッシュ・フロー計算書関係）

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

〈 当 期 〉 〈 前 期 〉

現 金 及 び 預 金 　１，８６０百万円 ２，９７０百万円

有 価 証 券 １１，８０２百万円 １３，４５８百万円

計 １３，６６２百万円 １６，４２８百万円

預 入 期 間 が 3 ヶ 月 を
超 え る 定 期 預 金

△１，２００百万円 △２，２００百万円

マネー・マネージメント・
ファンド以外の有価証券

△４３３百万円 △３６７百万円

現 金 及 び 現 金 同 等 物 １２，０２８百万円 １３，８６０百万円

（リース取引）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

〈 当 期 〉 〈 前 期 〉
工具器具備品 工具器具備品

取 得 価 額 相 当 額 １，００４百万円 ９２５百万円

減価償却累計額相当額 ４５３百万円 ２５８百万円

期 末 残 高 相 当 額 ５５１百万円 ６６７百万円

（２）未経過リース料期末残高相当額

〈 当 期 〉 〈 前 期 〉
１ 年 内 ２１０百万円 １８５百万円

１ 年 超 ３５９百万円 ４９５百万円

合 計 ５６９百万円 ６８１百万円

（３）支払リース料及び減価償却費相当額及び支払利息相当額

〈 当 期 〉 〈 前 期 〉
支 払 リ ー ス 料 ２０８百万円 ２３６百万円
減 価 償 却 費 相 当 額 １９６百万円 １９１百万円

支 払 利 息 相 当 額 １７百万円 ２１百万円

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
・減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。
・利 息 相 当 額 の 算 定 方 法             リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については、利息法によっております。
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（有価証券）

当事業年度（自 平成１３年４月１日　至 平成１４年３月３１日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

取 得 原 価 貸借対照表計上額 差 額

（貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

(１) 株　　式 ３４３ ４０６ ６３

(２) 債　　券

社　　債 ３５０ ４２２ ７１

(３) そ の 他    ２，９０１ ２，９１８ １７

小　　　計 ３，５９５ ３，７４７ １５２

（貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

(１) 株　　式 ３０７ １８１ △１２６

(２) 債　　券

社　　債 ３，６９９ ３，６２３ △７６

(３) そ の 他    ７５６ ６６４ △９１

小　　　計 ４，７６３ ４，４６９ △２９４

合　　　計 ８，３５９ ８，２１７ △１４２

２．当事業年度中に売却したその他有価証券

（単位：百万円）

売 却 額 売 却 益 の 合 計 売 却 損 の 合 計

７，０３５ ６０ ３６０

３．時価評価されていない有価証券

（１）その他有価証券 （単位：百万円）

内　　　　容 貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く） ５

非上場の円貨建外国債 ２００

その他（ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ） １１，３６８

合　　　　計 １１，５７３

４．その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超 10年以内 10年超

(１) 債　券

社債 １４０ ５９４ ７３ ３，４３７

(２) その他 ２９３ ９７ ２７９ ２，９１３

合　　　計 ４３３ ６９１ ３５３ ６，３５１
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前事業年度（自 平成１２年４月１日　至 平成１３年３月３１日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

取 得 原 価 貸借対照表計上額 差 額

（貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

(１) 株　　式 ５０９ ９５８ ４４９

(２) 債　　券

社　　債 ６４２ ７７５ １３２

(３) そ の 他    ２，８５１ ２，８７４ ２３

小　　　計 ４，００３ ４，６０９ ６０５

（貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

(１) 株　　式 ４４６ ３１８ △１２７

(２) 債　　券

社　　債 １００ ９９ △０

(３) そ の 他    １，２７３ １，１３０ △１４３

小　　　計 １，８１９ １，５４８ △２７０

合　　　計 ５，８２２ ６，１５７ ３３４

２．前事業年度中に売却したその他有価証券

（単位：百万円）

売 却 額 売 却 益 の 合 計 売 却 損 の 合 計

７７４ ２０４ １７６

３．時価評価されていない有価証券

（１）その他有価証券 （単位：百万円）

内　　　　容 貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く） ５

非上場の円貨建外国債 ３００

その他（ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ） １３，０９０

合　　　　計 １３，３９５

４．その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超 10年以内 10年超

(１) 債　券

社債 １７５ ８８９ １１１ ―

(２) その他 １９２ ４２２ ３６９ ３，０２０

合　　　計 ３６７ １，３１１ ４８０ ３，０２０
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（デリバティブ取引）
デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

（持分法投資損益）
該当事項はありません。

（関連当事者との取引）
該当事項はありません。

（税効果会計）
１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
（１）流動の部

〈 当 期 〉 〈 前 期 〉
商 品 ３４４百万円 ２２３百万円

賞 与 引 当 金 ８２百万円 ８９百万円

未 払 事 業 税 ２６百万円 １００百万円

そ の 他 １８百万円 ８２百万円

計 ４７１百万円 ４９５百万円

（２）固定の部

〈 当 期 〉 〈 前 期 〉
建物･土地･借地権･ゴルフ会員権 ３８４百万円 ６２０百万円

退 職 給 付 引 当 金 ２０９百万円 ２５１百万円

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １５０百万円 １４０百万円

売 上 割 戻 引 当 金 １１２百万円 ―

その他有価証券評価差額金 ６１百万円 △１４０百万円

そ の 他 ２０百万円 ６５百万円

計 ９３８百万円 ９３７百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

〈 当 期 〉 〈 前 期 〉
法定実効税率 ４２．０％ ４２．０％

（ 調 整 ）

交際費等一時的差異でない項目 ９．８％ １１．１％

住民税均等割 ０．８％ ０．８％

その他 ０．０％ △０．１％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５２．６％ ５３．８％
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（退職給付）
１．採用している退職給付制度の概要
当社の退職給付制度は勤続年数が３年以上の従業員が退職する場合、社内規程に基づき、退職時までの
勤続年数や給与等に基づき算定された退職金を支払うことになっております。
すなわち、６０歳到達の定年退職者に対する退職給付は、社内資金から一時金と外部拠出した適格退職
年金基金から一時金または年金を、その他の退職者に対する退職給付は社内資金から一時金を支払うこ
とになっております。

２．退職給付債務に関する事項

当　　　期 前　　　期
（平成１４年３月３１日現在）（平成１３年３月３１日現在）

退 職 給 付 債 務 △１，８４２百万円 △１，７１７百万円

年 金 資 産 　　　８６５百万円 　　　６６７百万円

未 積 立 退 職 給 付 債 務 △９７６百万円 △１，０５０百万円

未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 　　　　９２百万円 　　　　６５百万円

貸 借 対 照 表 計 上 額 純 額 △８８３百万円 △９８５百万円

前 払 年 金 費 用 　　　３４８百万円 　　　１５９百万円

退 職 給 付 引 当 金 △１，２３２百万円 △１，１４４百万円

３．退職給付費用に関する事項

当　　　期 前　　　期
自：平成１３年４月　１日
至：平成１４年３月３１日

自：平成１２年４月　１日
至：平成１３年３月３１日

勤 務 費 用 １４９百万円 １４８百万円

利 息 費 用 ４２百万円 ３９百万円

期 待 運 用 収 益 　　　△２３百万円 　　　△１６百万円

数理計算上の差異の費用処理額 　　　　１３百万円 　　　　　　　　―

退 職 給 付 費 用 　　　１８１百万円 　　　１７１百万円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

〈　　当　　　期　　〉 〈　　前　　　期　　〉

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

割 引 率 ２.５％ ２.５％

期 待 運 用 収 益 率 ３.５％ ３.５％

数理計算上の差異の処理年数 ５年 ５年
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　７．利益処分案

（単位：百万円）

当 期 前 期期　別

科　目 （ 平 成 １ ４ 年 ３ 月 ） （ 平 成 １ ３ 年 ３ 月 ）

当 期 未 処 分 利 益 ３，３３３ ３，２４５

これを次のとおり処分いたします。

利 益 準 備 金 ― ５７

利 益 配 当 金 ４９９ ５２５

１株につき　　２５円 １株につき　　２５円

役 員 賞 与 金 ３５ ５４

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） (　　　　４) (　　　　５)

別 途 積 立 金 ― ６００

次 期 繰 越 利 益 ２，７９８ ２，００７
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　８．品目別売上高

（単位：百万円）

当 期 前 期

自 　 平 成 １ ３ 年 ４ 月
至 　 平 成 １ ４ 年 ３ 月

自 　 平 成 １ ２ 年 ４ 月
至 　 平 成 １ ３ 年 ３ 月

期　別

　品　目 金 額     構成比 金 額     構成比

％ ％

フ ァ ン デ ー シ ョ ン １１，５０２ ２８．４ １２，３０１ ２６．７

レ ッ グ ニ ッ ト ５，４０８ １３．４ ５，８２０ １２．６

肌 着 ・ シ ョ ー ツ １２，４３７ ３０．７ １３，６９６ ２９．８

ラ ン ジ ェ リ ー ８２２ ２．０ １，１２３ ２．４

ナイティ・Tシャツ・水着 ６，８１８ １６．９ ８，７８７ １９．１

チ ャ イ ル ド ５７４ １．４ ８８２ １．９

タ オ ル １，２７７ ３．２ １，７１３ ３．７

ギ フ ト ５１３ １．３ ５２８ １．２

そ の 他 １，０９７ ２．７ １，１８６ ２．６

合 計 ４０，４５２ １００．０ ４６，０４０ １００．０

　９．役員の異動（平成１４年６月２７日付予定）

（１） 退任予定取締役

取締役　　押川　正義

以上


